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経営志林第43巻１巻2006年４月３９

〔論文〕

消費税法における問題点

菊谷正人

費税の現状と課題について，卑見を開陳している。
Ｉはじめに

広義における「消費税」（consumptiontax）

とは，物品・サービス（goodsandservices）を

購入・消費するという事実に課される租税である。

わが国の消費税法に規定されている「消費税」は，

広義の消費税のうち，多段階一般消費税の一つで

ある付加価値税に属する。「消費税」という'可じ

用語であっても，その概念は異なる。

本稿では，わが国の消費税法における「消費税」

を解明するために，まず，広義の消費税の検討醤か

ら始める。租税の転嫁があるのか否か，特定物品

課税であるのか全物品課税であるのか，単段階課

税であるのか多段階課税であるのかを区分するこ

とによって，広義の消費税は多様な消費税に細分

される。消費税法における「消費税」は，租税の

転嫁があり，全物品課税・多段階課税による消費

税であると判明する。

次に，わが国の税制史上，どのような消費税が

提案・採択・修正されてきたかの雁史的経緯に関

して，昭和63年の消費税法制定までの沿革および

消費税法の改正経緯に分割し，それぞれを管見す

る。昭和11年の馬場税制改革案（取り|税）の廃案，

昭和23年の「取引高税法」の制定・施行，昭和２５

年の『シャウプ勧告』による付加Imilili税導入案の

廃棄，昭和54年の「一般消費税（仮称)」の法案

化失敗，昭和62年の「売上税法案」の廃案および

昭和63年の「消費税法」の制定・実施が歴史的に

考察される。さらに，消費税法の制定後，平成３

年・６年・８年’１５年に改正されたが，その具体

的な改正内容が政治・経済的背景とともに概観さ

れる。

最後に，現行消費税法における問題点が指摘さ

れる。すなわち，事業者免税点制度，簡易課税制

度，帳簿方式，単一税率，納税回数および地方梢

Ⅱ広義における消費税の類型

広義の消費税も，「租税の転嫁」（shiftingof

tax）を予定しているか否かによって，納税義務

者（机税支払を負う者）と担税者（租税を負担す

る者）が実質的に同一である「直接税」（direct

tax)，一致しない「間接税」（indirecttax）に

分けることができる。ちなみに「租税の転嫁」と

は，納税義務者が取引Illi格を通じて租税負担の全

部または－部を取引の相手方（担税者）に移し替

える事象をいう。したがって，租税の転嫁を予定

しない「直接消費税」は，入湯税・ゴルフ場利用

税等のように，消費行為そのものを為す者を直接

的に納税義務者とするのに対し，租税の転嫁を予

定する「間接消費税」は，酒税・たばこ税等のよ

うに，納税義務者（事業者）によって納付された

711税が物品・サービスの価格に算入され，最終的

に消費者（担税者）により負担されることにな

る(')。

さらに「間接消費税」は，課税対象とされる物

品・サービスの範囲の相違により，特定の物品・

サービスのみを課税対象とする「個別消費税」

(excisetax)，すべての物品・サービスを課税対

象とする「一般消費税」（generalsalestax）に

分類される。また課税段階の数の相違によって，

製造から小売までの取引段階に１回しか課税さ

れない「単段階消費税」（single-stageconsump-

tiontax)，複数の取引段階（製造・卸売・小売

段階）で課税される「多段階消費税」（multiple-

stageconsumptiontax）に分けられる。したがっ

て，川能な間接消費税制度としては，単段階個別

消費税，単段階一般消費税，多段階個別消費税，

多段階一般消費税を導入することができる。わが
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4０消費税法における問題点

|玉|の泗税・たばこ税・揮発1111税・関税等は単段階

I|Ｈ１別消費税であり，消費税法に規定されている

｢消費税」は多段階一般消費税である(2)。

単段階一般消費税としては，製造業者売｣二税

(manufacturor，ssalestax)，卸売売｣二:税（whole-

salesalestax)，小売売_し税（retailsalostax）

を課すことができる。

製造業者が製造する物品の売上金額を課税標準

とする「製造業者売上税」は，世界に先Mxけてプノ

ナダにおいて1924年に採用されていた。納税義務

者は製造業三首に限定されるため，卸売業fff・小売

業者を対象とする卸売売上税・小売売上税と比べ

て，納税義務者の数は少ないので，税務執行iriiで

は容易である。ただし，一般的にサービスが課税

対象から除外されるので，－般消徴税としては不

完全である。プノナダでは，l991f1主にlDuli1卜l力I1llli

ImLi税（後述される）の物品・サービスルＩ（goo(ls

andservicostax:GST）が製造業背売_'2税に代

えて導入された１３１。

「卸売売｣二税」は，卸売業者がilill売を行う物品

の売｣ご金額を課税標準として課される消費税であ

る。製造業｡昔売｣二税よりも納税義務背の数は多い

ので，｜司額のii1賀税収を賄うには低い税率を設定

することができる。ただし，製造業者売｣＃(とlTil

様にサービスが課税対象から除かれているため，

一般消費税としては不完全である。オーストラリ

アでは，2000年７)１１日にＥＵ型付llllllllilMlの

ＧＳＴが導入されるまでは，卸売売上税が採|Ⅱさ

れていた(1)。

「小売売上税」は，小売業者が小売を行う物品

の売上金額を課税標準として課される消費税であ

る。小売売上税は，最終消費段|階0)みに課税され

るので，基本ｌＷに，商品の売買ばかりではなくサー

ビス提供の対I111iに対しても課税対象とすることが

できる。現在，米国で州税（地方税）として売上

税（salestax）が徴収されている('６１。

多段階一般消費税としては，各llXi)|段階の売上

金額を課税標準とする「取り|高税」（tuTllover

tax)”各取り|段階における付力ⅡIillilliJを課６１標準

とする「付力llI1Ili値税」（valueａ(|(IC(|tax:ＶＡＴ）

がある。

「取り|高税」は，製造・卸売・小売のすべての

取引段階における各事業者の売」:金額に対して課

される一般消費税である。低い税率で多額の税収

をあげることができるため，第一次Ｉ化界大戦後に

欧州各|玉|で導入され，ＥＵ型付加Iilli値税に移行す

るまで採川されていた。たとえば，ドイツでは，

すべてのiXi11ii1,取引に0.1％の税率で課す「商品

取り''三'１紙税」（Wal､enumsatzsteml〕elsteuer）が

19161Fに一般消費税として新設されたが，それに

よる税収が少なかったため，すべての取引段階に

おける物,'ii1l・サービスに対して0.5％の税率で課

す「売1丁Z税」（Umsatzsteuor）が1918年に採用さ

れた。この売_'二税は，机税負担が累積していく取

引高税である。この累積課税の火l1iilを避ける方策

として，政府の財政顧問であったフォン・ジーメ

ンズ（Ｗ・vonSiemens）が'11:界で初めて付加Imi

lDLI税（改良売上税を称した）を提案したが，１９２１

年のドイツjLfll国議会で議論されたに'１ﾆまり，極々

0)l1lLl11により採lTlには至らなかった。ＥＥＣ理

頭会で1967年に「売上税の調和に関する指令」

(Ｄｉ1℃ctivoontheHarmonizationConcerning 

TurlIovel･'Paxes）が決議されたことに伴って，

EEC力ⅡllMl玉|の共通税として1968年に付加I111i値税

が導入されるまで，ドイツでは半世紀にわたり租

税累械lli11の110(リ|高税（売上税）が採川されてい

たIIi)．なお，わが国における初めての一般消費税

として，｜Ｍ'２３．２４年に「111WⅡ高悦」が導入され

ている。

「付llllilli値税」は，すべての１０(i)|段階（製造・

卸売・小売段階）における物,'n1,.サービスに対し

て課税する点では取引高税と類似するが〆各取引

段階の売｣二金額を課税標準とするのではなく，付

lIlIlllilliLiを課税標準とする点で異なる。ここに付

川llilliIiとは，製造・流通過Fi1での各段階（each

stag(）ｏ「ｔｈｅｌ)roductionan〔Ｉ（Iistributionpro‐

ＣＯＳＳ）において事業が国民経済に新たに付加した

ＩｌＩＩｉＩｉｌｉのことである。取り|高税がｆｌｌ税負'１１を取引ご

とに累積するのに対し，付加IllliI直税は，新規に付

hl1されたＩ１Ｉｌｉ値に課税されるので，粗税負担の累積

を|艸除することができる。付DllIlllil直税では，前取

『)|段階に課された税額が次の110(ﾘ|段lWIiで控除され

るため，取り|回数の相違によって机悦負担の累積・

不公平を招来することはない。

付ﾉ)ⅡIlllilHli税（taxesurlavaleurajout6e:ＴＶＡ）

という汽称の租税は，1954年にフランスで初めて
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経営志林第43巻ｌ旨2006年４月４１

採用されたが，フランスにおける一般消費税とし

ては，第一次世界大戦の戦費調達のために，小売

段階にすべての商品売上に0.Ｍ（著侈品には１０

％）の税率で課税する「支払税」（taxesurles

paiements）が1917年に導入されている。支払税

には印紙納付の形式を採ったこともあり，脱税が

多く，税収は極めて少なかった。そのために1920

年には，1916年にドイツで採用された「商品取引

印紙税」を模して，すべての取り|段階におけるす

べての商品の売上に対して1.1％の税率で課税す

る「取引高税」が支払税に代わるものとして導入

された。この取引高税は低い税率で多額の税収を

得ることができたが，租税の累積により物価が上

昇するという欠陥を露呈することになった。１９３６

年には，取引高税の廃1kとともに，カナダの製造

業者売上税に類似する「生産税」（taxeunique

globalalaproduction）が新設され，製造段階

における売上に対して６％（サービス提供には２

％）の税率で課税された(7)。

前述のように，フランスでは1954年に付加IHi値

税（ＴＶＡ）が導入されたが，製造・卸売段階の

課税に限定し，サービスを課税対象から控除して

いた(8)。1967年にＥＥＣ理事会が公表した「売上

税の調和に関する指令」に従って，1968年１，１

日より付加IⅢ値税は小売段階にまで拡大され，サー

ビスも課税対象に含められた(9)。

ⅢＣ指令に基づくＥＵ型付力Ⅱ価値税は，原lF1ll

として，製造・流通のすべての取引段階に課され

る一般消費税であり，各事業者の売上高に税率を

乗じた消費税額から前段階の消費税額を差し利く

｢前段階税額控除法」（creditmethod）により算

定される。その際，仕入先から送付される税額票

(taxinvoice）に記載された前段階消費税額（仕

入税額という）を差し引く「インボイス方式」

(invoicemethod）が採用されている。

広義における消費税の基本的な諸類型を図示す

れば，図ｌのとおりになる。わが国の消費税法に

おける消費税は，付加Ⅲ値税に属する。

にＩに鱒「
図１広義における消費税の類型化

たのは，昭和11年９月に提示された馬場税制改革

案においてである。二・二六事件勃発後に発足し

た広田弘毅内閣において，日本勧業銀行総裁を務

めた馬場鋲一が陸軍の支持を受けて大蔵大臣に就

任し，軍事費を中心とする膨張予算のために「増

税・公債１１４発②低金利」を基本方針とする準戦時

Ⅲ消費税法の制定・改正経緯

１消費税法制定までの歴史的経緯

（１）昭和11年の広田内閣による馬場税制改革

案（取引税）の廃案

わが国で初めて一般消費税の導入が俎-ｔに載っ
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4２消費税法における問題点

対象が広がった。「物品税」の課税範囲の拡大や

サービス課税は，一般消費税としての「取引税」

の火|iiiを補うものであったが，佐藤進教授も指摘

されるように，「個別消費税」の寄せ集めの城を

111なかった(';')。

11ｲ政政策を公表した。暗殺された高橘是清蔵相が

公債i斬減と軍事費抑制をi画策したのに対し，Ａｌｊ場

蔵朴|は，準戦争Ｉ本ili'１下において顕部から軍事費墹

強を要求され，大'l1Fiな噌税を立案した。馬場税fli'｜

改革案では，１１１(i存の所得税・朴|統税・Iiui税・砂Wili

消費税の増税，有Illli証券移転税・lilI発1111税・財嘩

税・外貨債特別税とともに「取り|税」の新設が提

案されていた(１０)。

「取引税」は，営業者の売上に対して0.1％の

税率（百貨店における取引には０３％の割増税率）

で課税される多段階累積型の取り|高税である。人

衆の負担軽減と逆進性緩和のために，米穀の販売・

精米，肥料，小学校の教科書，水道，新聞等に対

しては非課税であった。また，当lNl：としてはかな

りの高額である年間３万円という高い免税点が設

けられたために，ほとんどの'三１１小企業者は納税義

務を免除される(Ⅱ)。

わが国の税fli'|山上で初めての一HWi費税となる

｢取り|税」の導入を含めた馬場税ili'|改正案は，llILI

flll2年１月に突発｢|<)な政変（寺内寿一陸相と浜１１」

国松議員の腹切り|川答）により)JklU内閣が総辞IIiiili

したために，実現されることはなかった。しかし，

準戦争体制下における歳入の充実を図るためには，

机税収入のWllは強く要請され，１Ｍ112年に林銃

十郎内間により「臨時租税増徴法」が公布され，

ff税にわたり増税が行われるとともに，新税とし

て法人資本税・有IllIi証券移転税・lili発illl悦等がii'｜

設された。１１肝'１１２１Ｗ月の日'二'1戦ｲﾄ（日華事変）

の勃発に際して「北支那事件特別税法」が近衛文

騨内閣において発布され，所得特)ｌｌｌ税・臨||杯'１得

特)lll税・利益配当特別税・利益iIiu当特Iilll税・公債

及び社債利子特別税とともに「物,'､1,特))'|税」がflI

事費に当てられているU2)。

「物品特別税」は，「取り|税」に代わる消費税

として創設され，比較的に菩侈,liil1とみなされるlO

lliiI1目を第１極（宝石・貴金属等に小売課税）と第

２種（カメラ・蓄音機等に製造業者lrlilll税）に分

けて課税された。昭和13年に「物,W,税」と改称さ

れてからは，課税対象も47品|］（マッチ，飴等）

に拡大され，サービスに対する''１３１)}||消費税として

の「入場税」の新設と「通行税」の復活が行われ

ている。さらに，翌年には，文房具・玩具・茶・

ココア・コーヒー等の生活必需的物,!i11,にまで課税

（２）昭和23年の芦田内閣による「取引高税法」

の制定・施行

昭和20ｆＦ８月15日の太平洋戦争敗戦の後に襲っ

た猛烈なインフレーション下において，所得税・

法人税の減税を実施するに当たり，その減収の一

部を補｣真し，終戦処理費等の|ｺﾞ額の歳出を補うこ

とができる11ｲ政基盤を堅持するために，１Ｍ123年

９月に「取り|高税」が導入された。取り|高税は，

｢取引高税法」（昭和23年法fl1第108号）により施

行され，わが|玉'0)税制史_'二において初めて採川さ

れた「一般消費税」である。

芦|Ⅱ均内|#1で採択された「１１ﾇﾘ|高税」は，基本

的には，ｌ１ｊ場税ili'|改革案で提案された「取jⅡ税」

と同じであり，多段階累績型の一般消費税である。

ただし，1916年にドイツで導入された「商,ITi11llYr)｜

印紙税」をモデルにしているので，納付方法には

印紙納付が採られた。課税対象は，製造業・卸売

業・小売業・サービス業等の39業種を営業として

行う取引であり，納税義務者は取引の対I111iとして

取引金額を領収する営業者である。ただし，政府

の専売品の販売，小・'１１学校教科書の販売等，｜=｜

己の収催した農・水産物等の取り|，輸出取り|等に

ついては非課税であった。また，課税標準は１Ｍ｜

の対Iilliとして領収する金額（売｣二金額・収入金額

等）であり，税率は１％である。極めて低い税率

によって，朴|当額の税収を確保できるものと期待

されていた('１)。

しかしながら，「取引高税」には最終消費段階

に至るまで１Ｍ|回数の多い商,７，．サービスほど'１１

税負担が累積し高くなる欠点があり，印紙を消印

して交付する納税手続も煩雑性が伴うので，営業

者からの及対が非常に強かった．累積課税の悪影

響・印紙11,1i布法に対する反発に応じる形で，１１肝'’

24年の改正により，印紙納付を現金納付に変正す

るとともに，月|Ｍ１３万円未満の１Ｍ|を非課税とす

る措置が講じられ，５月１日から施行された。し

かし，なお，１ＭⅡ高税に対する業界の反対は根強
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「一般iil1ill｣l(税（仮称)」は，多段階累積排除』IilI

0)一般消費税，すなわち付ﾉﾉlllllliliiLI税であった。iii１

段l1liliの消費税額（仕入税額）を|艸除する方法とし

ては，’'１腿簿上の記録に基づいて(|:入税額を控除す

る「''１便簿方式」（アカウント方式ともいう）が孫

lⅡされ，税率は５％のfl鮨税率（１１１１/7消費税を含

む）であるなど，１M行消費税法における「消費税」

とllilIi似している。ただし，食料,WＩは非課税とさ

れた。

このような'八|容を具有する「一般ii1i費税（仮称)」

の法案化は巡行していたが，｜|日和5,1ｲ1ﾕ10月の衆識

院0)総選挙において，大平首|;１１が11ｲ政TIj建のため

に一般消費税の必要`性を説いたことに多方miから

)又苑が起こり，一般消費税導入を断念せざるを得

なくなった。その後，政府は｣円税よりも歳|ⅡiLi'liliil（

(いわゆるゼロ．シーリング，マイナス・シーリ

ング）により||ｲ政Tll建を図ることになる。

｜|({f1159年luiUl(Tl弓において，サラリーマンを,|,心

とする所得税減税が課題となり，税11)('１１立性の観

点から法人税・ill1i税・物,Ｉｎｌ,税の税率のり|き上げが

行われた。物,'｢,'１税に関しては，２２梛類の新川l物,'｢,'１

が課税対象にIⅡえられている。ただし，ビデオディ

スクプレーヤー，ビデオプノメラ等は課税されるが、

ワープロ，パソコン等のＯＡ機器には課税が見

送られた。この片務的なiiIlL税が，その後における

|ｌＩｌ接悦の政Ｉ'１１(論のきっかけの一つとなったとも甘

える。

<，さらには，lM124fﾄﾞ仁來ｌ１したシャウプ税ilill

使節１１１がこの税を評Iilliしなかったこともあり，結

局，「取引高税」に反対の態度を炎|ﾘＩしていた吉

|Ⅱ茂内閣によって，’1<{f1124年１２１１３１[｣をもって廃

]ｋされた('５１。

（３）昭和25年の『シヤウプ勧告』による付加

価値税導入案の廃棄

｜|(|ｲ１１２５年には，戦後の'二|本税Ilillに多人な影響を

ﾑﾉ:えた『シャープ勧告』（SAolZﾉﾉﾉＭｏ"Z/7,C"〔/(l-

Zio"ｓＩ１ｃ１）によって，｜工|税・地方税にわたる全ｉｉｌｉ

ｉｌ<l税fli'|改革が行われた。『シャウプ勧告」は，’11

税ﾉﾉに即した課税を行うという観点から而接税を

税Ilillの中心に置き，租税行政の改悲，罰1F!||の強化，

青色ＩＩＪ告制)Ⅶ)１m'|設，ド'1税特IIlⅡ|柵の大''１mii1i'|除，

Tﾘ｢什税の補完税としての富裕税の導入，法人擬Ilill

説の復活，Zl1業''''五|定資産のiIi評I1lli等といったillll

lUlil<ﾉな内容を提案していた。

さらに，iHilj逆府県の有力な財Ⅶ１１として，「工'1業

税」の代わりに「付jllIiIli値税」の)i(i'|i没が献策され

ている。金イ･宏教授は，「世界における最初0)付

)ⅢIl11i値税創設の試みとして興|味ぶかい('７１」と評Illli

された。

しかし，付川I111il直税の||i'|度化には国lもの強い)又

対を受け，執行が容易でないというjJI1ll]で実施||〈|'：

ＩＵｌがTl)三延１９１された後，lM129flﾐに廃]上されたＭ１。

それ以降，一般消費税は完全に消滅した形で，わ

が'玉|におけるIIl税体系は展開されている。

（５）昭和62年の中曽根内閣による「売上税法

案」の廃案

｜|(ＩＦ''60年春0)jUn常国会で大型ｌｌＩ１接税の問題がlli（

()｜:げられたのに'11z応して，’'１曽１１“|〔ﾘﾑ首相は，

iLr接悦を税Ilillの'''心とする『シャウプ勧告』以来

の抜本的税Ilill改il1iについて政府税iil1Iilに諮問した。

これを受ける形でlliMfll61年１０)=|に政府税調により

まとめられた「税ilillO)抜本｢|<１見直しについての答

''１」では，所↑(卜税・法人税の減税，『'１了.課税0)兇

iILLとともに，－．船消費税の導入が捉案された。

一般消費税としては，製造業者売｣二:税，小売完｣て：

税および'三|本』Iil付ﾉﾉllIllil直税（納税行の1m務手続0）

簡素化のために請求書・納,Iii1l書等をインボイスと

してiili川する|､MllIllli値税）０)三類ｌ１ｉｌが提言されて

いる。

（４）昭和54年の大平内閣による「一般消費税

（仮称)」の法案化失敗

｜|({利48年秋の節－－次オイルシシニ,ツク，それに

伴う景気低迷と税収縮減により赤字lJil俵の発行を

余儀なくされた危機(|<111ｲ政状況の'|'で，政府税ili'｜

訓査会（以卜，政府税洲と省|略する）は'１例ｌＭＩｉ

ｌＯ１=|に『今後の税||i'|のあり方についての符''１』を

作成し，「広く一般''１<1にiili費支１１１に負仙を求める

新税」の導入を提案した。昭和53ｲ'三１２１１に「一般

iiLiYli税大鋼」が政府税調により取りまとめられ，

年|Ⅲけには，「一般消費税（仮称)」を'1<{ﾎﾟ'155年l些

''１に実現するというﾉﾉ針を盛り込んだ「'1<Ifll54〈'三

唆税ili'|改正の班鋼」が大平｣止芳内|#lにおいて閣識

決定された。
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4４消費税法における|Hl魍点

｢税IlillUl(]'１１(法案｣，「)ﾘT得税法の一部を改J1{する法

111案｣，「ｌＷｊ税法の一部を改IEする法iEl1案｣，「｣山

方誠ﾑﾉ税法案｣，「地方交付税法の一部を政Ⅱiする

法iEl1案」および「消費税法案」の税Ilill政Il11ilIllj1h6

法案を||({ﾄ''63(Ｆ７月に|＃|謙決定し，国会に提'１Ｉし

た。これらの法案は，野党の祷議''二i否にあいなが

らも，｜当llb公lUl・民社の三党lil調により'１<{利６３

年12)|にilii行採決され，平成元年４)='’'三|から施

行されている。

「税Ilill政ｊＩｌ１(法」（'Ｉ研Ⅱ63年法ｲﾆ''第107号）によれ

ば，ｉﾘ｢得Ｂｉ・法人税Ｗ|続税・lllV与税の負'11のj隆

減．合Hl1化等とともに，国民福祉の充実等に必要

な歳入W1lijiliの安定化に資するため，消費に広く櫛

くｆｌｌｕを求める「消費税」が創設される。iiLiY4l税

のｎｌｌ設に伴い，物,１ii1,税，トランプ類税，（沙WlIililiY』ｉ

税，入場税および通行税といったIlHUillliiLi費悦が廃

]|:される。「消費税」は，事業（者によるIWillnllの販

売．役務の提供等0)各取り|段階において課税され，

経済に対するｌＩｌｎ:性を確保するため，課税の累横

をIﾙ除する方式によって３％の単一税率で課され

る（税ilill政''11(法第７条～第10条)。

多段lMi-1IWi賀税である「消費税」が導入され

/こことによって，１１Ｗ・たばこ・石11111M連のIlJjl)ｌｌｌ消

費税を除き，ｆｕ気税・ガス税．木材IIYj)|税といっ

た｣他方税を含む多くのIllljbIll消費税が廃Iこされ，わ

が'五|における''１]接悦１本系・両llU比率は大lI11iiに変化

した。ただし，人平lkl間の「一般消費税（仮称)」

の法案化ｌＩＷ念，，|,曽根内閣の「売｣二税法案」ｏ)廃

案という失敗を活かし，竹下内閣では，１１１業背

(納税義務11’r）０)反対を緩和する形で政治｢|<1妥|)ＩＩ

｢,りな特Iﾀﾞ,片||梢を容認する「↑i｣i費税法」（||({fll63ｲ1星

法i11fi｝108ﾄﾅ）がlj1nlzした。

たとえば，小川,1模事業昔の納税事務負ljlo)il卿｢』

や微６１執行lII<llllMf(の観点から，課税1UⅡ１１１のｊｉ脚iｌＵｌ

ｌＩＩｌ（IlI1jl人７１１業』１１ﾉrには前々年，法人には前々ｒｌｉ業/lz

lui）における課税売_上高（税抜き）が3,()00川'１

以下である''１柴背に対しては，消費税の納税義務

を免除する「Ｔｌ(業:iLf免税点Ilill度」が採1Ⅱされてい

る。また，課税売｣ｭ高が５億'１以下であるIIT業：行

(免税rli柴1\を除く）にとっては，実額による前

段lWhii1ifji税額（(|:人税額）の計算．Ｔｌ(務処l111が

jlHl7l(負111になるので，実額による|｣:人税1}W(搾除

(taxｃ1℃(Iｉｔ「Cl､collsumptiontaxolll)u1℃has()）

この答中を基調にして|とl1Q党税Ilill訳|査会も検討

に入り，机税中立性，インボイスによるｆＩｌ税転嫁

の|ⅡｊＷＷ上・納税者''１１の相互糸ilill等をI1I111lにして付

ﾉⅢI1Ili値悦の孫１１１に動き，それを「充I:税」と改称

した。政府は「Ｍ|；Ⅱ62fLlﾐﾉ些税IlilllM(I[{の班鋼」を|割

議決定し，昭和62年２月'1「|に「完|:税法案」を

'五|会に提出した('9)。

売｣二税は，インボイス方法による付ﾉIlllllliIlH税で

あり，その税率は５％であった。ただし，課税売

Ｉ高が’億lil以下であるZli業背は，免税事業)昔と

される。なお，非課税項lZlとして，教育，飲食料

,'illl，飼料，社会保健|ｸ（旅，’l1TlilL11li11IIj:’７ＭI産，

新'１１１，放送，旅客輸送（グリーン''１．ハイヤーに

は課税)，金融・保険（銀行o)手数料には課税)，

mll仙等の51項|」が列挙されていた。

ところが，売上税導入に'1Mして|巡|会は長'０１にわ

たり空転し，昭和62年腔予ｊ１Ｉも↑ｉｆ議されないため

に，衆議院議長の調停により「税Ili'lul(ｊＩｉｌｉ協議会」

が設置され，売-ｔ税法案の処｣111が委ねられた。し

かし，Inlらの処]型も行われないまま５)三127日に通

常国会が閉幕されたのに伴い，売一上税法案は廃案

となった(20)。

（６）昭和63年の竹下内閣による「消費税法」

の制定・施行

売上税法案の廃案後，’1｛|ｲ''62ｲ|皇l()月に||M識決定

された「税制の抜本｢|<1改ｆｉＩｉに１１Mする)17針」におい

ても，所得・消費・資産等0)均衡のとれた安定的

な机税体系の橘築とともに，画・''１１比率の是]ｌｉが

提案されていた。｜可flIIl11に苑)しlLした竹~卜登内閣

はこの方針に沿って，政府税訓|に税ＩＩｉ'1全般の見直

しを諮|川した。これに対してlll(1(<i6liilllは，｜|洲'６３

(122ル1に「税flill故111〔の』iL本ｌｌＩｌｌ,Ｈ１｣，３）|に「税ilill

i｣j(革についての素案｣，′111に「税ilill改革につい

ての'1]ＩｌＩｌ答｢'１｣，６１二1には品終|`|<lに「税(|i'|改革に

ついての答申」をとりまとめた。

そ0)最終的な答11三Iで'よ，３)］O）「素案」で採択

されていた多段階一般消費税（卜MllIlllililLI税とllYﾘ｜

高税）のうち，’帳簿方式による１，１ﾉⅢI111illIli税の導入

が提案されている。ｌＴ１時巡行ｌＷに６１１には'二|民党

税iiIlIも「税fli'|の抜本|Ｍ１(j1iI〔人#IMI」を作成し，付加

IllIiIH税を「消費税」に改称して翌ｲﾄﾞ0)/I)三|から導

入する旨を決定した。これを受けて竹|〈|ﾉﾘ1#|は，
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に代えて，８０％（卸売業には90％）の「みなし仕

入率」で前段階の仕入税額を算}lＩする「簡易課税

制度」が導入された。

その際，取引ごとの税額別記の税額票による

｢インボイス方式」の採川が商兀業者の猛反対に

遭遇した経緯を踏まえ，仕入税額の累積を排除す

る方法として，帳簿-ｔの売上高・仕入高から消費

税額を計算する「帳簿方式」が採択されている。

なお，巾告納付の期間も，事業者の納税事務負担

軽減を図るために，所得税・法人税の課税期間

(個人事業者には暦年，法人には事業年度）に合

わせているので，消費税の課税期|Ｈ１は基本的に1

年間であった（ただし，直税の課税期間のWii定

消費税額が24万円を超える事業者には中間申告が

あった)。

一般消費税である「消費税」は，すべての物品・

サービスに広く薄く課税されるべきであるが，公

益上の必要性・社会政策的な配慮・担税ﾌﾞ]の脆

弱性等の理'１１により，課税対象（objectoftaxa-

tion）から除外する非課税項'三|が限定的に認めら

れた。消費税導入当初には，非課税（exclusion

fromtaxation）の範囲は，①土地の譲渡・貸付

け，②有価証券等の譲渡，③貸付金の利子，保険

料等，④郵|更切手類・印紙等の譲渡，⑤国等の手

数料等，国際郵便為替・振替等の役務提供，⑥保

険医療等，⑦第一種社会福祉事業〆保育所・助産

施設の経営事業，⑧一定の学校の授業料・入学検

定料に限られている。

Ilill改正大鋼」を決定し，消費税0)逆進性の緩和策

として食料品に対する小売段階非課税と15％の

特別軽減税率の制定等を提案している。この提案

に基づいた「消費税法及び租税特別措置法の一部

を改正する法律案」が平成２年３月に衆議院に提

Ｈ１・可決されたが，参議院では６月に審議未了と

なり廃案に終わった。その面後に「税制問題等に

関する両院合同協議会」が国会に設置され，消費

税の益税・運川祐・逆進性問題の３点に絞って協

議されることになった。

ちなみに「益税」とは，消費者が支払った消費

税を事業者の手許に残す現象のことであり，中小

事業背に対する特例措置（事業者免税点制度と簡

易課税制度）から生じている。消費税の納税義務

を免除された「免税事業者｣，「みなし仕入率」を

選択適川できる簡易課税制度によって，消費者が

負担したはずの消費税は国庫に入らず，中小事業

者の手許に益税として残る。導入当初の調査では，

IHl人・法人を含む事業者の約65.7％が免税事業者

(年間売上高が3,000万円以下である事業者）に

該当し，簡易課税制度を適用できる年間売上高

3,000万'１超・５億'１以下の事業者は全事業者の

約30.5％（免税事業者を併せると実に約96％）で

あった(22)。消費者から預かった消費税の一部を｢'１

小事業者の懐に留める「益税問題」は，納税意識

も向上しないし，租税制度に対する不信感も噸大

する(23)。

消費税の「運１１]益」とは，課税期間が原則とし

て１年間であり，したがって申告・納付回数が年

１回であるので，消費者から預った消費税相当額

を納期限まで事業資金・投資資金として運111でき

る便益をいう。この運用益問題を解決するために

は，所得の源泉徴収税のように月１回に納付回数

を増やし，事業者の手許に残る滞留期間を短くす

ればよい。

「逆進性」とは，所得が高いほど所得に占める

租税負担割合が低くなり，所得が低いほど所得に

,Liめる祁税負担割合が高くなる特性をいう。消費

税は，低額所得者に対して租税負担を相対的に重

く，高額所得者に対しては租税負担を相対的に軽

くする逆進的租税である。消費税の逆進性を緩和

するためには，非課税範囲の拡大，生活必需品に

対篝する軽減税率の設定等が考えられる。

２消費税法の改正経緯

（１）平成３年の海部内閣による「消費税法の

－部を改正する法律」の制定・施行

平成元年４月１日から消費税が導入されたが，

消費税廃止を公約した野党が７月の参議院選挙で

大勝し，その結果を受けて，９月に「消費税法を

廃止する法律案」等の４法案，１０月には消費税廃

止に伴う代替財源に関する「法人法等の一部を改

正する法律案」等の５法案を参議院に提出してい

る。これらの消費税廃止関連1去案は，参議院では

修正・可決されたが，衆議院において審議未了・

廃案となった｡(２，

与党の自民党も，平成元年12月に税調の「消費

税の見直しに関する基本方針」と「平成２年度税
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4６消費税法におけるｌＩＩｌ題点

「税ilill問題等に関するiilii院合liT1協議会」で協議

された結果，益税問題と運川益ｌ１ＩＭＯ)解決策につ

いては各党会派の見解は一致したが，逆進性|川題

(非課税範囲）では食料品の取扱いについて意見

の乖離が大きかった。そこで，意見の一致が得ら

れた点が法案化され，海部俊樹内|#|によって|正|会

に提|Ⅱされた。平成３年５月’'三|に「消費税法の

一部を改正する法律案」が衆議院に提Ｈ１され，７

１三|に可決された後，参議院でも翌'三|に可決された。

｢消費税法の一部を改正する法律」（以下，消費税

法改正法と略す）は，同川151三Iに公布され，｜可圷

10月１１三1から施行されている。平成３ｔ'三のiiLi費税

法改正法によって，中小事業者に対する特例l1f漬

の縮減，「１１間申告・納付ln1数の｣Ｗ111,非課税範lIl

0)拡張が多少なりとも実現された。

ｌif税解消策として，簡易課税ilill)蔓の通１１]上|眼を

５１(iii''１から４億円に引き下げ，通１１]対象zll業者を

狭めるとともに，実際の仕入率に近づけるために

｢みなし仕入率」を２区分（卸売業に90％，1111売

業以外の事業に80％）から４区分（illl売業に90％，

小売業に80％，製造業等に70％，その他のzli業に

60％）に細分化している。

Ｍ１|益|H1題を解決するためには，直前の課税lU1

1111のＩｉｌＩｌｉ:定消費税額が500万｢[|を超えるzll業者に対

しては，「'１間fll告・納付|Ⅱ1数は年１１回|から３１回|に

増えた（60万|工1超・500万'１１以下のZ11業者の｢I1llU

II1告は年１回となった)。一定規模以｣この事業者

の納付回数は，確定[１１告を含めてｆＭｌｉＴｌ（または

２回）になっている。

なお，逆進性の緩和を図るために，飲食料,1ｉｉ１１に

対するj隆減税率の通l[Hを消費税法政I|司法の中に盛

り込むことはできなかったが，非課税範lJIlとして，

①第２極社会福祉事業として行われる資)塗の譲渡

等，②肋産，③埋葬・火葬，④身体障害fⅢ物品

の誠１度．貸付け等，⑤一定の学校0)入学金等，⑥

小・「１１．高等学校，盲学校・養謹学校等で便川す

る教科)Ⅱ|又'書の譲渡および，⑦)ＴＩＩ住)Ⅱ住宅の貸付

けが新規に追加された。

宮沢喜一内閣はＩ)il壊した。新生党，日本社会党，

公明党，Ⅱ本新党，民社党，新党さきがけ，社会

民主連合および民主改革迎合によって，日本新党

の細)||護煕を首班とする連立内閣が樹立された。

平成６年２)三'２１三1に細)||首相は，消費税の廃l上

と「国民棉祉税（仮称)」の創設を主内容とする

｢税制改IYi草案」を発表した。この草案では，高

齢化社会おいて活力ある豊かな生活を享受できる

社会を柵築するための経費に充てるために，税率

7％の'五|民補祉税（仮称）を平成９年４月１日か

ら実施し，所得税・IlAl人住民税等について６兆'1｜

規模の減税を先行実施するとともに，簡易課税fli'Ｉ

度のTII修I［・仕入税額控除に関する請求書等0)保

存義務が提案されていた。しかし，国民福祉税

(仮称）の発表がl齊突であり，かつ，当該草案作

成が密宗１Ｗであるとの批判に晒され，その実施は

見送られ，〉ilIll1ll首杣は辞任した。

短命政樅に終わった羽田孜内閣を経て，白民・

社会・新党さきがけの３党により，日本社会党の

村'11常Tliを首ＨｌＩｉとする新連立内閣が発足した。村

'１１内閣は，瓦|z成６K｢10月に「税制改離大綱」を閣

議決定し，これに基づく「所得税法及び消費税法

の一部を改正する法律案」を含む税flill改姉関迎法

案を|垂|会に提ＩＩＬた。これら法案は可決され，｜TTI

年12月２１三|に公布されている。ただし，消費税に

係る改正は平成９年４月１日から実施されること

とし，所得税・他|人柱民制の減税が平成７年４月

１１１より先行実施された。

平成６ｆＷ)村'１１内閣による消費税法改正では，

簡易課税ilill1変のjliilIl-上限を４億から２億円にリ|き

下げ，週)Ⅱ対象事業者をさらに狭めたが，税率は

３％から４％にi)|き上げ，新たに消費税率１％に

相当する「地方消費税」が創設された。地方消費

税の徴収は，納税義務者の事務負担をⅢ怪減するた

めに，’五|が｣也方公共|I|体に代わって執行する１２')。

なお，簡易課税ilill度において仕入税額控除の適

用を受けるためには，原則として，’帳簿の記録・

I呆存にﾉⅢえ，課税仕入の事実を証する請求書・領

収書・納,1ｉｉ１１書等（以~卜，請求書という）の書類の

Cil:存が要求された（消令30⑦)。事業者のZlT務負

担の軽減を図るために'帳簿-ｔの記録に基づく「'帳

簿方式」が採川されてきたが，平成６年の改I1iで

導入された「'lIki簿・請求書等保存方式」は，「'帳

（２）平成６年（村山内閣）・８年（橋本内閣）。

１５年（小泉内閣）の消費税法改正

平成５年７月の衆議院総選挙において，曰民党

は改選議席を維持したが，過半数を|Ⅱ|復できず，

Hosei University Repository



経営志林第43巻１号2006年４)三１４７

簿または請求書等の保存」から「'帳簿および請求

書等の(呆存」を義務付けた。’''１i簿と請求書弊の双

方のI呆存義務は，従前よりも事務負担を大きくす

る結果になったと言わざるを得ない。

平成８年の橋本龍太郎内|#|による消費税法０１(正

では，簡易課税制度における「みなし仕入率」が

４区分から下記のように５区分に細分化された

(消令57①)。

(ａ）第一極事業（卸売業）……………………90％

(ｂ）第二術|i事業（小売業）…･…….．…………80％

(ｃ）第三極事業（製造業・農業・漁業・鉱業・

建築業・電気業・ガス業・熱供給業・水

道業）………………………………………70％

(（１）第四Iili事業（飲食店業・金融|呆険業等）６０％

(ｅ）館f而種事業（サービス業・不動産業．運

lliliim言業）……･……….….………………50％

このみなし仕入率の改正は，平成６年の消費税

法改正と併せて，平成９年４月１日以後に開始す

る課税1911%1から施行されることになった。

ユIz成l5fFの小泉純一flll内閣による消費税法改正

においては，簡易課税制度の通111上ｌｌＩＮはi'１度２億

|']から5,000万｢|に引き下げられ（消法37①)，平

成16年４月１日から実施され，今日に至っている。

表１は，わが国の簡易課税制度における適川対象

Ｚ'1業者の範'１１，業柿|X分のそのみなし仕入率の改

IF経締を示している。

表１簡易課税制度の適用要件・内容の改正経緯

川所：菊谷正人「消費税の締税解消策および逆進性緩和策」『税経通信」第61巻第１甥，平成18年，208頁。

なお，平成１５年の改正では，事業者の運Ⅲiliillll

止・国家歳入の平準化等を図るために設けられた

｢中間｢|]告納付制度」も改111された。直前の課税

期間の確定消費額が48万''１（地力消費税込みで６０

万ＩＬｌ）以卜である事業者はｒＩＩｌｌＩｌｌｌ１告を行う必要は

ないが，４８万ＩＴＩを超え400万1'］（地方ii4i費税込み

で500万''1）以下である束業者には年１１回|，′100万

円を超え4,800万円（地力消費税込みで6,000万}Ⅲ）

以下である事業者には年３１面'’4,800万}'1を超え

る事業者には年11回の｢I1lMll1三I告が必要である（消

法42)。’|]|＃'''１告納付ililll宴における中ｌ１ＵｆＩ１告対象

事業者の|X分を増やすと同時に，申告・納付|Ⅱ|数

もjWjUllしている。これにより，運用締'111題あるい

は消費税滞納問題は，若干，解消されてきた。中

'１１１１'三I告対象事業音とそのＩＩＪ告・納付|Ⅱ1数（確定申

告１回を含む）を示せば，表２のとおりである。

さらに，平成１５年の消費税法改正では，初めて

免税Zl1業背の免税点が3,000万１１]から1,000万ITIに

引き下げられた（消法９①)。諸外|正|と比較して

異常に高く設定されていた免税点水準が，平成１６

年４１１１１=|から低くllllえられることになった。

改Ⅲ｛（flill定）ｆｌｚ 施行〈Ｉｉ１三''三１ 通１１１対象斗T業者 業種区分 みなし仕入率

lMl63〈|皇

(IIill定年）

平成元｛Ｍ)j１Ｈ 課税売｣z高が５億|､1以下のZlT

業群（免税車業苦を除く）

卸売業

卸売業以外の事業

90％ 

80％ 

平成３１１１ 平成３〈ＩｉｌＯＨｌＨ 課税亮｣_:高が４億|]]以下の束

業ｉｌｊｆ（免税事業者を除く）

卸売業

小 売業

製造業等

その他の事業

90％ 

809& 

70％ 

60％ 

△●。一の○ノ上ノ１，，〉〈ｘＵいｖ和いｖ句
一Ｊ１ 平 平成９｛|i'１)１１， 課税売｣百:高が２億''１以下のzli

業箭（免税事業昔を除く）

卸売業

ﾉＩ 】
て１－

穴 藻

製造梨 等

飲食店業等

サービス業等

90％ 

80％ 

70％ 

60％ 

50％ 

平成l5fF 平成16ｲlz4)~'１日 課税売｣=:筒が5,000万lIl以~|〈

のzli業者（免税事業背を除く）

卸売業

小
＝ｌ 

穴 業

製造業等

飲食)iii業等

サービス業等

909(ノ

80％ 

70％ 

60％ 

50％ 

Hosei University Repository



4８消費税法における問題点

表２中間申告納税制度における適用対象事業者とその申告回数

適用対象事業者

直前課税期間の確定消費税額が48万''１以下の事業者

「I'告・納付回数

年11,1（中間申告不要）

直前課税期間の確定消費税額が48万''１超・400万'１以下の事業者｜年２１回Ｉ（中間|｢１１告１１回|）

直前課税期間の確定消費税額が400万|Tl超・4,800万|Ⅱ以下の事業者

直前課税期間の砿定消費税額が4,800万|Ｉを超える事業者

年４回（に'1間申告３１Ⅱ|）

年12回（中間申告11回）

ンブルクでは115万}｢1，ポルトガルでは114万円，

フィンランドでは95万円，ベルギーでは64万IIL

デンマークでは32万円，イタリアでは30万円程度

であり，日本の免税点水準よりもかなり低い。英

国の免税点は日本の水準とほぼ同じであるが，ス

ペインとスウェーデンには免税点がない(261。

免税事業者であっても，前段階から転嫁されて

きた消費税（仕入税額）をI111i格に算入して販売す

ることができるが，仕入税額を超えて過大転嫁す

れば，そこには「益税」が生じる。逆に，仕入税

額をIⅢ格に含めて転嫁できない場合には，「損税」

が発生する。金子宏教授も述べられるように，

｢事業者免税点制度」には，仕入税額を超えて必

要以上に転嫁する過大転嫁・便乗値上げ問題，逆

に〆仕入税額の全体または一部を価格に含めて転

嫁できない過少転嫁問題を招く可能性が少なくな

い(27)。実際問題として，免税事業者が５％のIiI1i格

引上げを行っても，課税事業者との競争条件は変

わらないので，仕入税額を超えてＩｌ１ｉ格引上げを行

う可能性は大きい。すなわち，便乗値上げによる

祐税が横行していると言っても過言ではない。

また，免税事業者が中間取引段階に介在する場

合，わが国で利川されている「'帳簿方式」では，

仕入に含まれる消費税額（前段階の消費税額）を

示すインボイスが発行されていないため，当該事

業者が課税事業者であるのか免税事業者であるの

かが判明しない。課税事業者から購入するのと同

じII1i格で免税事業者から購入した場合，中間取引

段階の免税事業者には益税が生じている。このよ

うな益税問題の対抗措置としては，野口悠紀雄教

授が提案されているように，税務署が課税事業者

に対して「課税事業音訓|ﾘ｝書」を発行すれば，こ

の証ＩＩＨ書の貼布・表示のない店舗・事業者は免税

事業者であることが分かり，消費者は課税事業者

の店舗より安いIli格を要求することができる(28)。

ただし，Ｌ免税事業者は課税期間の基準期間（佃

Ⅳ現行消費税法における現状と課題

１事業者免税点制度の現状と課題

消費税の納税義務者は，国内取引（国lPll取り|で

事業者が行った資産譲渡等）については課税資産

の譲渡等を行った事業者（国・地方公共団体・公

共法人・公祐法人・人格のない社団等，非居住者，

外国法人を含む）であり，輸入取引（保税地域か

ら引き取られる外国貨物）については保税地域か

ら課税貨物を弓|き取った者（事業者に限らず，消

費者である個人も含む）である（消法５①，②)。

前述したように，小規模零細事業者に消費税導入

に伴う新しい納税事務負担を軽減・回避させるた

めに，「事業者免税点制度」が採用された。

課税期間の基準期間における課税売上高（輸出

売上高を含む）が1,000万円以下である事業者に

ついては，その課税期間中に国内において行った

課税資産の譲渡等（国内取り|）のみに納税義務が

免除される（消法２①，②)。消費税の導入時に

は免税点は3,000万円であったが，前述したよう

に，平成16年４月１日以降，1,000万'１に引き下

げられた。

本来，消費一般に広く薄く課税する消費税の創

設趣旨，経済的中立性の確保を実現するためには，

免税事業者の設定は回避されるべきである。事業

者免税点制度導入の最大のｍｆｌｌは，小規模零細事

業者の納税事務負担の軽減にあったが，野||悠紀

雄教授の指摘を待つまでもなく，青色'１１告事業者・

法人である限り，正規の簿記による記帳，正しい

帳簿書類等の備え付け・整理保存が義務付けられ

ているのであるから，これは奇妙な論理・政治的

配慮であるとしか言いようがない(25)。

また，事業者免税点制度における免税点も，

1,000万円に引き下げられたにもかかわらず，ま

だＥＵ諸国と比べて高く設定されている。ギリシャ

では204万円，オーストリアでは125万111,ルクセ
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人工'1業者には前々年，法人にはi)Mzll業年度）に

おける課税売上高によって決められるので，免税

束業ご音あるいは課税事業者の判定は姉年|Ⅱ|定化す

るものではない。税務署は，iUifli，新川』の課税zlJ

業者に「課税事業者証明書」を発行し，免税事業

者への変更者からは当該証|ﾘl書を取り戻さなけれ

ばならない。

消費税のように，事業者が既にいったん徴収し

た租税を納付するシステムの下では，zll業背の手

許に消費税の全部または一部をf別保する「補税」

は，ｌ玉|庫に納付しない脱税に等しい。消費税の課

税逃れをlXlるために，課税売_上高が1,000万}[|に

liTlかないように分社化したケースもある。小規模

零細事業者であっても，消費者から頓った消費税

は，源泉徴収税と同様に，国lrliに納めなければな

らない。消費税の課税逃れをlliiltし，課税公平に

資するためには，「免税事業者」の存在は直ちに

抹消し，「事業者i免税点制唆」は完醗にlil(廃され

るべきである。

処I1Uが過りIill負111になると想定されたので，消費税

導入時から孫１１１されている。下記算式から判|ﾘＩす

るように，課悦売｣:高（つまり売上税額）さえ分

かれば，消費税の納付税額は概算額によって計算

TTI能となる。

納付税額＝売上税額一売上税額×みなし仕入率

たとえば，小売業を営む事業者の課税売_上高が

4,8007jll1であり，税率を５％とした場合，売_上

税額は240万''１（＝4,800万×５％)，簡易課税制

度を採川した場合の仕入税額は192万円（＝240万

}Ⅲ×80％）とi汁算され，最終的に概算額による納

付税額は48〕〕｢}｢Ｉ（＝240万'1-192万ＩＴＩ）となる。

ところが，実際の仕入高が2,730万'１であったと

仮定する場合，実額による什入税額は130万|Ⅲ（＝

2川jl'|×ＴＩＩ了)であい本則課税で計算され
る納付税額は110川'］（＝240万円-130万''1）と

なる。簡易課税ilill度を選択した場合，納付税額が

62万1｣］（＝110万''１－４８万'１|）少なくなるから，

消費者が負lllした消費税額のうち，６２万''１はlIilh1I

に入らず，’１１小二'１業者の懐に残る。

簡易課税ililU空は選択通lHできる制度である0)で，

実際には，本1111課税で計算した納付税額と簡易課

税で計算した納付税額を比較して，有利となる方

法で[Ir1告するという本来の趣旨とは異なった通111

例が見受けられるＩ２Ｕ１・小室直樹氏は，簡易課税flill

度に対して「消費税における象徴的な脱税のilmI1木

であるＩｉ１０)」とｉＩｌ１ｉｉｉされ，「消費税が，史-ｔ妓恕の

税金，ネコババ税となったい'１」と痛烈に批判さ

れた。

益税はｲ〈法行為ではないが，法の不備が招いた

[i郷l」であることは否定できない。経済の犯罪

者集|ＴＩＩが定着化し，その経済行為が法1二Ｉ１ｌＷに]'三Ｉ１

化されている。消費背が支払った消費税を中/|叩

業者の下許に残し，国威に納税しない犯罪行為を

法律[|<lに許容してきた簡易課税制度は，健全な社

会・経済の柵築にとっては悪性の癌細胞にほかな

らない'32)。

「祐税」という美名を|背りた「盗税」が国家レ

ベルで公認されるような「簡易課税制度」は，ｌｌｌｌ

刻，廃l[すべきである。

２簡易課税制度の現状と課題

わが国の消費税は，複数のllYj)|段|Ｍ１で課税され

る多段階一般消費税であるが，エ'１業背が納付する

消費税額の算定に際しては，「前段lfli税額控除法」

が孫1Uされている。ある課税lU11AlO)課税売_上高に

税率を乗じた消費税額（売｣洲撤iという）から，

その課税期'111に行った課税Ⅱ:人高に係る消費税額

(仕入税額という）を差し『)|いた差額が「納付税

額」として算出される。

納付税額＝売上税額*－仕人税額辮轍

＊売上税額＝課税売上高×税率

税率

＊＊仕入税額＝仕入高×Ｔ二F税率一
原11'|として，上記算式で示されるように，仕入

税額控除は「突額による控除」をjiLづく。ただ

し，特|ﾀﾞﾘとして，基準1ＵｌＩ１Ｕにおける課税売上高が

5,000ﾉﾌﾞ''１以下である事業者（ﾘＭＩＩｴ'１業者を除く）

には，「概算額による控除」が認められている。

つまり，課税売上高に対するIiil慨税額（完｣二税額）

に「みなし仕入率」を乗じた金額を(|:入税額とみ

なして控除することができる（消法37①)。この

特Iﾀﾞ'Ⅲf眉は「簡易課税制)蔓」と''1zばれ，「|'小事業

背にとって実額によるⅡ:入税額の計算や紬６１事務

３帳簿方式の現状と課題

’１''曽根内|#１０）「売'二:税法案」では、Ｈ１脱臼111の
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5０消費税法におけるＩＨＩ題点

てインボイスに改良すれば，わが国でも「インボ

イス方式」は実践､}能である。事業背の納税調務

負'11を軽減するという三i弓たるILM1から，「帳簿方

式」は導入されたが，この方式でも'lIli簿と請求書

等の記録・保存は必要であり，「インボイスプア式」

が「'''1i簿・riili求書等保存方式」（'''１〔簿/〕｢式）と比

べて事務処ILl1を煩雑にするとは言い難い燗Ⅱ。

インボイス方式の導入が実現されるならば，た

とえば「事業背免税点IIill１隻」における免税点のり’

1くげなどはＩｌＬＩＭにされることもなくなるであろう。

インボイスカ式では，iiIi費悦登録番号を取得した

課税事業者のみがインボイスを発行することがで

き，その保存が義務付けられる一方，免税事業行

はインボイスを発行できないので，免税事業者か

ら0)仕入税額はlUlらかにならず，控除できない。

したがって，免税事業背からの仕入は不利に働き，

免税工１７業者はＩ１１ｌＡｌ取i)|から排除されるTTI能性があ

り，課税事業背に変i屯することを選択せざるを得

ない。あるいはまた，「簡易課税ililⅡ受」における

｢みなし仕入率」の採lflも放棄されてもよいであ

ろう。インボイスに記載された税額を集計して，

実額による仕人税額控除を計算することは，祐税

を招く「みなし仕入率」を乗じた概算額によるⅡ：

入税額控除の卸'11よりも，Ｉｌｉ確かつ雌全な納税獅

の算定に貢献できる。

紫Iii』iを排除する仕入税額控除のために，仕入先か

ら回ってくるインボイスに記載された仕入税額を

控除する「インボイスノア式」の採川が提案されて

いたが，竹下|AI闇の「１１１賀税法」では，取り|ごと

に税額1311記の伝票（インボイス）を作1川交lＩＩす

ることにＷ１:業者がiliH1又対した経純を陸|酌して，

'''1i簿｣この売_上高Ｊ仕入高から消費税額（売上税１６１１．

(|:入税額）を汁算できる「''１k薄ﾉﾉ式」が導入され

た。''１便簿方式は，取引ごとに消費税額をIlIinlll計，１１:．

表示する税額票の作成を必要としないで，ｌｌ１ｌｉ簿|：

0)｢氾録に基づいて消費税額を計算・''１告できるの

で，インボイス方式よりも事務負ｌｕを軽減するこ

とができると一般的には言われている。

わが国では，△Ｉｚ成６年の消費税改jliにおいて，

(l:入税額控除を受けるためには，’''1i簿の記録・保

存だけではなく，課税仕人の事実を証する請求響

等の書類の保存も義務付けられた。消費税法Zi)3O

ご条第９項によれば，仕入税額控除は，課税(|:人に

DMする相手方の氏名・名称，年月'三|，資産・役務

0)内容，支ｌｌＩ対IllIiの額等を記載した'''１１i簿のほかに，

前段階の事業者から交付される請求書等（書類の

作成者の氏名・名称，課税仕入に係る資産・IlI役

の内容，課税資産の識１度等の年)三''三|・対Il1liO)机

書類の交付を受ける事業背の氏名・名称等を記載

した請求書等）の保存を条件とする。この''１１i簿・

請求書等|呆存方式は，平成９年４)１１１二|からﾘﾐ施

されている。

Ｅｕ型付jlⅢIlIli値税のインボイスでは税額0)記救

が要求されるのに対し，わが国の請求書等には課

税資産の譲渡等の対Iilliの額が記救されているだけ

であり，税額の記載は嬰求されていない。たとえ

ば，英国の付加(illi値税（ＶＡＴ）のインボイスに

は，ＶＡＴ益録滑号，インボイス番丹，譲渡11,

発行日，譲波者の名称・住所，ｌＩＭｉ入者の名称・Iji

l1T，譲渡0)緬類，ＶＡＴ支払前の税率と金額を含

む記述，支払総額，現金;!{||引の内容〆各ＶＡＴ税

率ごとの税額・総税額（thetotalalnou,ｌｔｏｆ

ＶＡＴｃｈａｌ､goal)ｌｅａｔｏａｃｈｒａｔｅａｌｌ〔ＩｔｈｅｔｏｍＩ

ＶＡ'Pchargeable）にljLＩする情報が記載されて

いる(33)。

このように，インボイスには税額の記載が｣Ｗえ

るだけであり，わが国の請求書等0)内容とほとん

ど変わらない。請求書等に税額の表示欄を迫川'し

４単一税率の現状と課題

現在，消費税は，課税標準に５％（厳密には，

|i剛!i税率４％と地方消費税率１％）のL1iL-税率を

乗じて計算されている。１１鈩税率で課される梢ＹＬｌｉ

税は，異なる物,!ｉ１，.サービス問の選択に関する''’

1Z性に優れたfll税であると言われている。ここに

｢'１１立性」（,]out,､ality）とは，Illil人または法人の

経済活動（ここでは消費活動）に}紗しないこと

をいう。すべての物品・サービスの消費を課税対

象にして，単一･の税率で課税されるならば，消費

背にとってはfllIⅡnJ能な物,１，１，．サービス間の相対

I111i格を変化させないので，異なる物品・サービス

111]の選択にULlしてI-l1立的であり，消Z｣li選択のljll害

哩因にならない。

しかしながら，消費税にはその本質的欠陥とし

て「逆進性」が内在する。各国では，逆進'性の緩

fllfiIとして非課税措置，ｊ條減税率の設定等が利111
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されてきた。前述したように，わがl1ilにおいても，

i<]:会111(策ｌＷな''１[l慮等によって医旅・Ｉ(lill(||:.教育等

の一部のiiiliY1i行為に対して非課税１１柵が講じられ

ている。

ただし，非訓｛税１Ｍ|では，課税光上高に係る光

｣2税額が非課税となるだけであり，１iii段階の(|:人

税額はコストとして残１Wする。その点，免税llXi)｜

は，非課税11Ｍ)|とはyiLなり，前段|ﾙＷ)Ⅱ:入税額を

搾除できるが，この免税11M)|を'１１Ｍ)川Lを得るﾉﾌﾞ

法として，ゼロ税率が英|玉|やプノナダで使用されて

いる。英'五|では，標準税率（stan〔IardTate）と

して17.5％，１１輪１１１１(税率（IowoTTate）として５()<）

をⅡlいるが，食料,ｌｉｈ・医旅,'il1等OXli活必需品にゼ

ロ税率（zoror(,to）をjlil1Ⅱしているい5)。表３が

示すように，（)ECDlⅢ||化|の大多数の国では，

iili費税の逆巡性を緩和するために襖数税率が利川

されている。

表３主要国における標準税率と軽減税率

税 率
国＃’１

標i((11ルド

２５外

２５％ 

２３冊）

２２(ﾉｲ， 

２１(〃

２１ｲｶﾞ 

２０．６(〃

２０(〃

２０(〃

１８外

１７．５(〃’

１７．５(〃

１７《几

｜(Ｗｂ 

ｌ６(ル

１５(〃

’２．５イル

’0(〃

｜()例）

７(几

Ｍｆ 

軽減税率

デンマーク

スウェーデン

ノルウェー

フィンランド

ベルギー

１２外，６％ 1969 

197(） 

196/１ 

１９７１ 

'７冊,’８％

１２(〃，６％，｜(〃

アイルランド １２．５(>f、３．３(ル（)("， 1９７２ 

１９６８ 

１９７３ 

１９７３ 

5.5％，２．m｣ フランス

イタリア

オーストラリア

|()〃)，４％

１２％，１０％ 

ギリシャ

川一Ⅲ｜肌

4％ 1９８７ 

１９６９ 

１９７３ 

オランダ

英国 0％ 

ポルトガル １２％，５(〃 1９８６ 

１９６８ ドイツ

スペイン

ルクセンブルク

ニュージーランド

7Ｗ） 

7％，４％ 

１２(肱６％，３W,

１Ｍ１国

オーストラリア

Ｗ三二二二
Ｏ(Z， 

'11所：橋本恭之「ｉＷｉ税の税率ｌｉｌｉ造」１jWlLi洋編苔『改了i])'１)（消費課税の

IML論とiilMIl』税務綿J1Ⅲ}会，１え成'2ｲ'２，116頁Ⅲ［・力'１筆修Ｔｌ三。

近い将来，わがlElでは消費税率(ﾉ)リ|｣こげが諭識

されるであろうが，ゼロ税率・Ｉ附成税率（または

;!{'|塒税率）を含めた襖数税率が孫11｜され，逆巡IYl：

綾fllが図られるべきである。基本ｌＷには，牝iili｢必

滞,Ｉ１ｉｌ１ｌｌｌ<1な食料,WIや光熱・水道にはゼロ税率，高緬

Ｉ１ＴｉＷｊｒがI1Mi入するような商級,1,1,．森侈,１m１，弊には;|{'｜

｣IMI税率が設定されるべきであろう。

良く設定されていたため，ユ'１業者がiili費昔から預っ

ている消費税１１]当甑を納１０１限までに投資資金・ｚｌ:「

柴i筋金として巡１１Ｉすることができた。投資資金と

して定期預金・イニiI111i証券||脚入等に利11｜すれば，利

T・・lNIU当等のＭⅢ枕稼得できる。）又対に，資金

繰りに'11っている]ilT業背0)'１１には，Ｚｌｉ業資金とし

て旅Ⅱ]し，最終|(|<lに消費税を滞納・未納している。

iiIiY1i税の未納は，iii税と同様に，iiIiY』i背が負|、し

たiili費税額を１１雌行の`懐に残した「縦税」に等し

い。このようなii1i費税の運llMlf・未納'111題を解ii1i

５納税回数（運用益・未納）の現状と課題

わが国の消費税の課税lﾘ'１１１１は，TiiW外lzlilに比べて
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5２消費税法における問題点

するためには，消費税の納付回数を増加し，消費

税の滞納期間を短縮すればよい。

表２で示したように，平成15年の消費税法改正

において，直前課税期間の確定消費税額が4,800

万円（地方消費税込みでは6,000万円）を超える

事業者には年12回のlE'三1告・納付回数が要求された。

ただし，４８万|'］（地方消費税込みでは60万''１）以

下の事業者には年１回の申告・納付で済む。少額

の確定消費税額であっても，消費税の滞納・未納

問題に対処するためには，所得の源泉徴収税のよ

うに年12回（毎月１回）の｢'1告・納付が必要であ

ろう.消費税の運用益・未納の解決のためには，

事業者の手許に残る滞刑期間を短くしなければな

らない。すなわち，源泉徴収税のように'１'間'11告・

納付を毎月行う。

の税源移譲の重要税目として，地方消費税が導入

されたのである。ただし，税率５％のうち，地方

消費税率が１％であるというのは少なすぎる。せ

めて半分の２５％にすべきではなかろうか。1％

から２５％に地方消費税率を引き上げた場合，３．６

兆'１１の地方消費税が税源移譲されることが，平成

16年８月24日の全国知事会で試算されている。地

方消費税を地方の基幹税にするためにも，地方消

費税率は引き上げるべきである。

なお，各都道府県がその区域内の各市|IIT村に地

方消費税の２分の1を按分する際，その按分基準

は人口および従業員数に限定されていた。按分基

準として人口・従業員数を用いると，地方消費税

の収入と消費地の人'１．従業員数との間に不均衡

が生じる可能性がある。たとえば，京都・鎌倉な

どの観光地では，人Ｌｌと観光収入（したがって地

方消費税）との杣関関係はないので，各都道府県

に用いられた按分基準の一つである小売年間販売

額も利ITIされるべきではなかろうか。

６地方消費税の現状と課題

平成６年の消費税法改正で消費税の税率が３％

から４％に引き上げられるとともに，地方消費税

が創設された。地方消費税の課税標準は消費税額

であり（地怯72の77)，その税率は消費税額の２５

％である（地法72の83)。したがって，消費税率

と地方消費税率を併せれば，合計で５％（＝４％

＋４％×25％）となる。

地力消費税は，高齢化社会における地域福祉と

地方分権の推進のために自主財1原を充実する必要

から平成９年４月１日より実施された。消費税を

国，地方消費税を都道府県に申告・納付する事務

処剛よ二重手間であり，納税義務者に負担がかか

るので，地方消費税を消費税の付加税として，納

税事務を国に委託している。そのため都道府県は，

国に徴収取扱費を支払わなければならない（地法

72の113)。各都道府県は，その区域内の税務署・

税関から払い込まれた地方消費税（徴収取扱費控

除後）を，Ｆ１らを含む各都道府県ごとの消費に}|］

当する額に応じて按分し，按分額を都道府県に支

払う（地法72の114)。その按分基準として，小売

年間販売額，対個人事業収入合計額，人｢|，従業

員等が利用される。なお，控除・精算後の地力消

費税の２分の1は，人口・従業員数に按分して各

市|ＩＩＴ村に交付する（地法72の115)。

地方消費税の主な創設ＨＭＩは，地力分権推進の

ための自主財源の充実化であった。国から地力へ

Ⅳ総括

わが国の消費税法は，政治的妥協の産物として，

消費税の最終負担者（担税者）である消費者より

も，政治的圧力'１１体である事業者（納税義務者）

の立場に立って制定されたと言える。たとえば，

事業者の納税事務負担を軽減・回避するという理

由により，小規模零細事業者に消費税の納税義務

を免除する「事業者免税点制度｣，一定の事業規

模以下の中小事業者には実額による仕入税額控除

の代わりに「みなし仕入率」を乗じた概算額によ

る仕入税額控除を容認する「簡易課税制度」が導

入されたのに対し，これらの欠陥を補完できる

｢インボイス方式」は採択されなかった。その結

果，わが国の消費税は，創設当初から「益税」と

いう制度上の宿り両を抱え込んだ。

消費税法の制定後，数回の改正が行われたにも

かかわらず，益税問題は完全には払拭されてはい

ない。事業者免税点制度における免税点は，諸外

国と比較してもまだ高い。スペイン・スウェーデ

ンのように，免税点がない国も存在する。小規模

零細事業者であったとしても，消費者から預った

消費税を着服するような行為は盗税であり，脱税
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と|両|じである。こ0)ようなＩ１ｌ１ｌｌにより，「免税Ili

業者」の廃｣kを主張した。

簡易課税制唆で認められている「みなし仕入率」

が尖際の仕入率より高い場合，「絲税」が発生す

る。統税を稔ⅡＩするために，本Ⅱ'|課税計算と簡易

課税計算の有jlill選択が実際には行われている。国

家レベルで「MH税」に加担するような「簡易課税

fli'|座」は，公序良俗・社会公hltl笛，抹消されなけ

ればならない。

制側１１火IliriO)残津を放置したまま存]‘ノルている

｢rli楽音免税点||;'|度」や「簡易課税ili'ｌｌｕｊ」に付|(in

する「祐税」を１W消し，「徴税のｲ<平等」（あるい

は「脱税チャンスのｲＴ平等｣）を｣喪滅させるため

には，インボイス方式の採１１]が絶対｢|<)必要不可欠

な要件である。税額Iil'|記のI云票を11]いる「インボ

イスノフ式」が孫１１１されるならば，前段|Wiの仕入税

額がインボイスに表示される0)で，消費税のjliZi嫁

が|Ⅱl1iIiとなり，「益税」の操作が遮|折される。そ

れと同|侍に，調度者・Ｉ職入者の税0)意iiiiIiも高まる

であろう(36)。

なお，消費税の連ｌ１１ｈｆ・未納IHl)f１１の１１W決のため

には，所得のilii泉微11)(税と同様に，）三111回|の納卜｜

を行うべきであろう。地方のに'三iJlｲｶ}10)充実化の

ためには，地ﾉ!]riiLi費税の税率jⅡｌきげも一つの選択

肢となると考えられる。

こ0)ような法''１<1火'111のほかに，消費税の本源|'|<ｌ

欠llli化して「逆進性」がある。消費税は，所得額

とＭkなく消費額に応じて負'１１を求めてくるが，

非課税州置や;襖数税率の適用によって「逆進I21i」

の緩ﾈllを実現することができる。わが'五|では，lllli

に，医療・福i(||:．教育等には非課税であるが，税

率は５％の単一税率である。単一税率は，物,Iiil1・

サービス間の選択に'１１立的ではあるが，逆進性に

は反作11]的である。逆進性緩和を図るためには，

ゼロ税率を含めた複数税率制の導入を従'''二|した。

として，ゴルフ｣跡|ⅡⅡ税・入湯税が存在する。英

国のﾌﾟノルドア（ＮＫａｌ(|or）によってl955fliに提案

され/こ「文''１税」（exl〕〔､1,(Iitu1℃tax）も，ｌＩｉＫ嫁が

想定できないINil人納税（iiLiYji行納税）の直桜悦で

あった。「支ｌｌＩ税」は，ｉﾘｉＷからｌ１ｉ:蓄を控|M；した

「消費」に課すi1II接税であ()，一'１$インド・スリラ

ンプノで導入されている。文１１１税は，直接税である

ために累進税率・人的控除等を設定することがで

きるが，所ｉＷ)把握のほかに，ｆＭｉ登録・Wii視を

伴うために税務WIl行上のｌＭＩｉﾉA(が多く，現実の税Ilill

として遂行不１１｢能に近いと言われている。なお，

この文llI税は，1942年に米'五|の１１ｲ扮省によっても

提案されたが，議会により|(l(|Ⅱ|された'ｲＩ。
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７ｈｘＳｖｓｔ(?"ノノイ101〃､t/】ﾑﾉ(/ｉＭ)"，Oxfor(lUlliv(〕rstv

P1､(､ss，１９８６，１).90. 
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('1）OIBCI),ＣＯ"s,/",ﾉﾉtio〃７加什(MsJVAYｿCST，

Ｅｌｒｉｓｃ〔"）(ノルノ【）j'｡o"ｍｅ'1ｔ(I／７ｈＷs，ＯＥＣＤ，２００１，

１〕ｐ,９all(１７７－７８．

オーストラリアでは，物11,1,のlililYiによってy1Lな

る税率を通1Ⅱし/こ卸売充-1:税に代えて，個人所得

税のi1illi１，k（clItillI)orsonalil1com(Ptax）等を施す

ることを条|/|:に，ほとんどの物,1,,1,．サービスに１０

（Z､のiii‐･税率（asinglerato）を課すＧＳＴが200(）

年７１三ｌＩｌ］に禅人された。

〔注〕
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ほとんどの消費税は租税のlliji嫁を予定している

’''１接税であるが，わが国では，課税物('|:たるi剛1ｔ
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